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研究成果の概要（和文）：　高次システムを生み出す上で鍵となる実際的な知見をいくつか獲得することができ
た。
　異なる産業に属する企業から研究員を招き、公開データ、公開可能なデータを用いて経営課題を構造的に分析
し相互に開示する研究会を主催した。これにより、企業秘密に囚われることなく企業間・産業間での知識共有が
可能となること、実業に即した学術的研究課題が発見でき産学での共同研究が可能になることが確認された。
　また、設計理論の拡張、基礎研究の産業上の意味の明確化についても貢献ができた。

研究成果の概要（英文）： Some practical knowledge which is the key in creating higher order systems 
was acquired.
 We invited researchers from companies belonging to different industries and organized a research 
group that structurally analyzes each management issues and discloses them mutually using public 
data and openable data. As a result, it was confirmed that knowledge sharing between companies and 
industries is possible without being confined by trade secrets, that academic research subjects 
suitable for business can be found and collaborative research in industry-academia will be possible.
 We also contributed to expansion of design theory and clarification of industrial meaning of basic 
research.

研究分野： 技術経営

キーワード： 高次システム　製品アーキテクチャ　課題共有　企業間での知識共有
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 技術の高度化・複雑化に伴い、スマート
グリッドや ITSに代表されるような既存産業
の枠組みを超えた高次システムが登場し次
世代産業を形成しつつある。こうした高次シ
ステムの創造発展には既存産業で育成され
た最先端技術の集積が不可欠であるが、各既
存産業には独自のビジネスモデルに基づい
た収益構造があるため、高次システム創造の
ために自らの次世代技術を率先して他に開
示することは困難である。この既存産業間既
存企業間の情報開示の困難さを克服し、各企
業が他企業他産業と知識を共有して協同で
新たな高次システムを創造するための方法、
理論の構築が望まれていた。 
 
２．研究の目的 
(1)既存産業の枠組みを超えた高次システム
を効率良く創造するための研究開発体制・制
度を明らかにすること。そのために、メタ知
識の交換により企業間・産業間での知識共有
の可能性を明らかにすること。 
 
(2) 高次システムを生み出すために必要とさ
れる技術知の属性把握と、それらを抽象化し
アーキテクチャレベルでシステムを企画設
計することを可能にする研究開発体制・制度
のモデル化 
 
３．研究の方法 
(1) 大別して二つのアプローチを採った。一
つは、企業研究員を主メンバーとする研究会
の開催である。企業の主要部署を率いる将来
を嘱望されている幹部社員の方々に、公開デ
ータもしくは公開しても良いデータのみを
用いて自社の課題を研究し発表して頂く「産
業間協創システム研究会」を開催し、企業
間・産業間での知識の交換を可能にする。 
 
(2) 優秀であると評価されている幹部社員と
したのは、先行研究で周囲が「優秀」と判断
する人は物事を抽象化、構造化して理解する
能力があることが判っていたからである。ま
た、幹部社員は役職上自社ビジネスを俯瞰し
外部の知見を理解する必要があり、他産業、
他企業の経験や知識を学ぶことへの積極性
が期待でき、同時に、学んだ内容の派遣元企
業への迅速な普及が期待できたからである。 
 
(3) もう一つは、大学が主体的に行う高次シ
ステムに対する事例研究・理論研究である。
理論研究では集合論を用いて設計理論を整
理し「モジュール」と言う概念の明確化を行
った。海外発表 (2回)やメールで海外研究者
と意見交換を進めることで理論の制度向上
を行った。また、事例研究は論文、特許のデ
ータを中心にまとめた論理を関係者への聞
き取り調査で補完する形で進めた。 
 
(4) その際「産業間協創システム研究会」で

企業研究者から報告された課題や話題の中
で大学が扱うのに適しており、学術的にも重
要と思われる内容に関しては適宜大学側で
事例研究を行った。 
 
４．研究成果 
(1) 第一の成果は高次システム創造のための
知識交換の場「産業間協創システム研究会」
を立ち上げ、知識をメタ化することで秘密情
報に触れることなく企業間、産業間での知識
交流を継続的に行うことが可能であること
が検証できたことである。 
 
(2)東京工業大学出身の企業経営者の協力を
得て、十数社の経営者に 2012 年の研究成果
の紹介を通じて本プロジェクトの必要性を
訴え、研究会への参加を呼びかけた。結果、
4 社の参加を得て「産業間協創システム研究
会」第１期を 2013 年 4 月 1 日に発足するこ
とができた。参加研究者は全日空(株) 整備セ
ンター部品事業室事業推進部長、富士ゼロッ
クス(株) R&D 企画管理部リーダー職、帝人
(株)経営戦略部部長、千代田化工建設(株) 経
営企画ユニット課長の 4名であった。 
 
(3) 「産業間協創システム研究会」は 2015年
3月に第 1期が終了し 2015年 4月から第 2期
となった。第 2 期参加研究員は当初 ANA エ
ンジンテクニクス（株）総務部長、富士ゼロ
ックス(株)マーキング技術研究所マネージャ
ー職の 2名であったが半年遅れの 2015年 10
月に日産自動車(株) EV システム研究所主任
研究員、三菱ガス化学(株) 東京研究所所長の
2名が、更に 2016年 4月より JFE鋼板(株) 企
画部長兼経営企画室長が参加し 5社から 5人
の研究員を迎える形となった。第 2期は 2017
年 3月に終了し、2017年 4月から第 3期が開
始された。第 2期途中参加の 3社からの研究
員がそのまま第 3期に参加（三菱ガス化学株
は 2016 年 4 月より機能化学品カンパニー企
画開発部部長に交代）している他、全日空(株)
からは整備センター機体事業室機体技術部
部長が、富士ゼロックス(株)からは新成長事
業創出部 VCSEL 応用プロジェクトグループ
生態センサプロジェクトチームチーム長が
新たに参加した。 
 
(4) 「産業間協創システム研究会」が第 3 期
に入り、かつ全日空(株)や富士ゼロックス(株)
が継続的して参加していることから他産業、
他企業と知識を交換する場の必要性と有用
性については明らかになったものと考えら
れる。2017年 6月時点で 2017年 10月からの
参加を検討している企業が少なくとも 2社あ
り、高次システム創造へ向けての産業間連携
の場の必要性はますます高まっていると考
えられる。 
 
(5) 「産業間協創システム研究会」第 1 期に
参加した企業研究員 4 名の研究成果は帝人



(株)からの研究員のものを除いて東京工業大
学イノベーションマネジメント研究科（現環
境・社会理工学院技術経営専門職学位課程/
イノベーション科学系）のワーキング・ペー
パーとして 2015 年に公開されている。全日
空(株)と千代田化工建設(株)の研究成果はそ
の後企業内の教育に使用され、富士ゼロック
ス(株)の研究成果はそのまま事業化された。
帝人(株)では研究成果を基に 8 つの新事業プ
ロジェクトが検討された。（その内一つは全
日空と協同するものである。）終了した第 2
期の全日空(株)、富士ゼロックス(株)の研究員
の研究成果もワーキング・ペーパーとして公
開される予定であるが、共に社内で業務に適
用されており、意図した他企業、他産業との
交流の有用性が確認された。 
 
(6) 第二の成果としては、企業の課題を構造
化することで、学術的な課題として研究対象
とすることができ、理工系と同様の産学連携
研究の実施可能性を確認できたことである。
第 1期の企業研究員の研究成果の中で全日空
(株)の研究員の研究から大学での研究に発展
したものがあるので紹介する。 
 
(7) 全日空(株)の研究員が行った研究「航空会
社の整備生産体制が顧客獲得に与える影響」
は日本の航空会社の顧客が航空会社を選択
する場合に何を重視するのかを明らかにし、
航空会社の整備部門が顧客獲得に貢献する
ために、どのような整備生産体制を構築すべ
きかを検証することを目的したものであっ
た。（〔雑誌論文〕④） 
 
(8) 2005年 1月以降、日本航空(JAL)グループ
では安全に関するトラブルが連続して発生
したことから、同年 3月に国土交通省は JAL
グループに対して事業改善命令を出した。こ
れを契機に JAL の利用客数は激減し収益が
低下し、状況が改善しないまま 2010 年 1 月
に会社更生法を申請する事態となった。しか
し、2004 年度、2005 年度の安全上のトラブ
ル数は表１に示すように、全日空(ANA)と大
差のないものであった。 

 
(9) ANA、JAL を分けた大きな要因は報道で
あり、事業改善命令後新聞で JALの安全性に
関する記事が増加、特に 8 月には事故後 20
年目と言うことで御巣鷹山事故と関連づけ
る報道が複数見られた。技術的には安全性と
は無関係な事象も安全懸念材料であるかの
ように報道された例もあった。 
 
(10) 一方、事故に繋がる可能性があるため国
への報告が義務づけられているシステム障
害の航空会社別の発生状況は図１のように

なっており、整備の外注比率が低い航空会社
の方が発生率は低かった。図中外注比率・高
とされている C.D.E社は離陸前に行うライン
整備を除いては全て外注しており、この図１
は機材の取り外しを伴う本格的な整備を自
社もしくは自社グループで行う能力の有無
の影響を示している。 
 
(11) このことから 
① 報道機関、一般消費者は技術的な知識が
十分与えられていないためにイメージで安
全性を評価することが多く、イメージの毀損
が経営に与えるリスクが大きいこと。 
② 高品質の整備（低システム障害発生率）
を実現するためには整備に関わる現場全体
からの情報を得ることが重要であること。 
が確認された。前述したが、この研究成果は
全日空(株)の社内教育に用いられている。 
 
(12) この研究から大学として調査すべき課
題としたのは消費者に対して危険に関する
技術情報を与えることの影響である。具体的
にはシステム障害発生率が消費者の航空会
社選択に与える影響をWilling-To-Pay (WTP) 
を用いて調査した。〔学会発表〕②はその結
果を報告したものである。 
 
(13) システム障害が1件発生しただけでは危
険な状況にはならない。多数のシステム障害
が同時発生した場合に危険な状況となる可
能性が生じるが、実際の発生は最多発の C社
でも 1000 便当たり 2 件であり、一般の利用
者がシステム障害起因の危険事態に遭遇す
ることはほとんどない。事実、日本では過去
30 年間システム障害による墜落事故は発生
していない。しかし、2000人に対して行った
アンケートの結果では、システム障害発生率
1/1000で 3万円の基準点に対し、システム障
害発生率 10/1000～0.01/1000 に対して WTP
は約 1.5 万円から約 4万円となった。また、
利用者数はシステム障害発生率 10/1000 の航
空会社は 0.01/1000 の 40%程度となった。こ
の結果はシステム障害発生率が知らされた
場合、ANA、JALは標準価格 3万円の路線に
おいてＣ社より 2万円程度高額であっても利
用者が多いことを示している。また、この研
究では、システム障害が単独では墜落事故に
ならないこと、過去 30 年システム障害によ
る墜落事故が起こってないことをアンケー
トの前後で知らせる二つのグループを作っ

JALグループ （参考）ANAグループ

2004年度 2005年度 2004年度 2005年度

航空事故 2 0 1 1
重大インシデント 1 4 2 1

JALグループ （参考）ANAグループ

2004年度 2005年度 2004年度 2005年度

航空事故 2 0 1 1
重大インシデント 1 4 2 1

図１ 

表１ 



たが、事前に知らせたグループの利用率は事
後に知らせたグループよりも若干高かった。
すなわち、正しい安全情報の供与が重要であ
ることが分かる。さらに、この研究では航空
会社に対する拒否権を行使（いずれかの航空
会社は利用しない）しなかった人（全ての航
空会社に値付けした人）の WTP は完全にプ
ロスペクト理論に従ったが、そうでない人の
WTPはより合理的な判断となった。これは今
後より詳細に追求すべき研究テーマである。 
 
(14) この拒否権の問題は「産業間協創システ
ム研究会」第 2 期参加の日産自動車(株)の研
究者の研究にも反映されている。 
 
(15) アーキテクチャの理論研究での第一の
成果は〔雑誌論文〕③に示したもので、モジ
ュール化を基礎とした設計理論 Design 
Structure Matrix（DSM:設計構造行列 )と
Axiomatic Design (AD:公理設計)が数学的に等
価であることを示したことである。 

 
(16) 異なる設計が全て同じ結果をもたらす
ことはない（意図した機能は同じでも意図し
なかった性質はどこか必ず異なる）ので、
個々の設計は異なる状態（パフォーマンス）
を示すことになり、設計はフェルミ－ディラ
ック統計に従うはずである。このときのエン
トロピーを計算すると、エントロピーの式は
Baldwin 等が示したオプションバリュー①、
Suh の情報公理②の逆数と等価となる。DSM
を基礎とした Baldwin 等の理論ではオプシ
ョンバリュー最大が、AD を基礎とした Suh
の理論では情報公理最小がそれぞれ設計価
値最大を与えることになっている。 
 
(17) 図２の横軸は設計が求める機能を満た
す制約の範囲を示している。T は技術のレベ
ルと考えてよい。横軸 0は現状を示しており、
現状以上にもたらす価値は生じないのでエ
ントロピーは 0である。DSMでは現状を変更
することを前提としているので、0 から右に
向かって、制約を緩め改良できる余裕を与え
ることによって何らかの価値が生じ、エント
ロピーが増大することを示している。一方右
端（∞）は制約が全くないこと、すなわち要
求される機能が無いことを意味するのでエ
ントロピーは 0である。図２はエントロピー

最大をもたらす設計が存在することを示し
ている。エントロピー最大とは意図した要求
機能を満たしかつ市場適用可能性の高い設
計を意味する。この研究は現在効用最大と設
計価値最大の関係を論じる所まで進んでお
り、現在投稿準備中である。 
 
(18) 本研究プロジェクトに関連する事例研
究の主なものは〔図書〕に示した学位論文 5
件と〔雑誌論文〕①、〔学会発表〕①、③～
⑦である。ここでは〔雑誌論文〕①とそれに
関連した研究内容について報告する。 
 
(19) 日本の2大産業である自動車産業と鉄鋼
産業を結ぶ自動車用弁ばね（エンジンの吸
気・排気バルブの開閉に用いられているば
ね）を対象にサプライチェーンを調べた。弁
ばねは最も高品質の鋼材を要求する自動車
部品で、少なくとも日本メーカーの自動車の
90%以上に日本製の弁ばねが使用されている。 
 
(20) 弁ばねは鉄鋼メーカーで作られた線材
を二次加工メーカーがオイルテンパー線に
加工し、ばねメーカーがショットピニングな
どの改質処理を行ってばねを製造する。この
とき、鉄鋼メーカー、二次加工メーカー、ば
ねメーカーは一体となって自動車メーカー
の要求する品質の弁ばねを開発し製造する
が、三者の関係は資本関係や取引関係を含め、
既存のサプライチェーン理論では説明でき
ない。既存サプライチェーンは個々の企業間
の関係は資本関係、や取引関係、人的交流な
どいくつか形態があるが、大きく図に示すパ

ターン１，パターン２の形式に書くことがで
きる。しかし、弁ばねの場合はパターン 3の 
ように三社があたかも一つの企業のように
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振る舞う。 
 
(21) これは、鉄鋼という素材が、熱処理や冷
間加工を経て製品化されるまでの製造プロ
セスにおいて、その物性の物理的生成メカニ
ズムが原理的に解明されていない部分が存
在することや、製品の属性に影響を与える因
子の組み合わせが無数に存在することから、
製品の属性を決定する最適パラメーターを、
各サプライヤーが単独では持つことができ
ないためである。言い換えれば、自動車メー
カーからの品質要求を満たす弁ばね開発が
三社の協業経験に依存しているということ
である。このことは、物性研究など基礎的な
研究結果により、弁ばねの品質を反映するよ
り鋭敏な指標が発見されると、このサプライ
チェーンが一気に解消される可能性がある
ことを意味する。なぜなら、そのような指標
を基に三社は独立に自らのプロセスを最適
化できるようになるからである。 
 
(22) この研究は〔雑誌論文〕②の研究と同じ
く、いわゆる基礎研究の必要性を証明するも
のである。すなわち、基礎研究により得られ
た知識が新たな製造技術の発明や製品の開
発を経ることなく産業構造を変化させる場
合があることを示している。 
 
(23) 以上本研究プロジェクトにより高次シ
ステムを生み出す上で必要となる基礎的な
知識をいくつか生み出すことができた。ここ
に述べた「産業間協創システム研究会」、ア
ーキテクチャ理論研究、技術による企業間・
産業間関係の研究は現在も継続しており、例
えば〔学会発表〕の①に示したレベルの高い
国際学会に採択されていることからもわか
るように、国際的にも注目される成果に結び
つつある。 
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